



























































の正式な採用が活発に行われているとは言えない（相澤 2004 : 114）が、各地域にある教育庁レ
ベルでは徐々にネイティブ教師（8）を専任として採用するところが出てきている。




























































高校教師 （45人） 11人（24.4％） 34人（75.6％）
合計 （79人） 17人（21.5％） 62人（78.5％）
表 1「ネイティブゲストを招いて授業を行ったことがあるか」アンケート結果



























































国際交流基金 日本語教育紀要 第 1号（2005年）
－ 120－
3.3.4 韓国人教師の通常の授業の進め方































































































































国際交流基金 日本語教育紀要 第 1号（2005年）
－ 124－
若手ノンネイティブ教師養成のための TTのあり方についてその方法、成功させるための条件な
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